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要約：

　近年特に重視されている育児と仕事の両立のパラダイムの確立に関する動向と将来予測にっいて、幅広い年代にわ

たる862名を対象に意識調査を実施し、今後の施策のあり方について検討し、次の通り提言した。

　21世紀の初頭においては、単身者や独身者が増えるであろうと予測する意識と・他方結婚や再婚が増えることを期

待する意識とが対極的にみられた。またr男は仕事、女は家庭」からr男も女も仕事・男も女も家庭」へのパラダイ

ムの変換への予測と期待はともに高かった。この点からみると、政策と意識の接点は近い。しかし今回の謁査におい

ては、 24歳以下の若年男性に、シャドウワークを担ってきた女性への性差意識がみられた。したがって、これから結

婚し、子どもを生み育てる世代に焦点を当てた政策に関しては・成人男女の出合いや結婚・子どもを生み育てること

への指向や期待をより促進する施策とともに、この守旧意識、性差意識の転換を含む男女共同参画型社会を指向する

施策力球められる。

子育て中及び子育て経験者において、税制を主とする経済的支援への予測と期待が高く・また行政による保育制度充

実あ予測と期待も高かった己しかし子育て経験の浅いあるいは無経験者において・子育てにかかわる保険謝渡への関

心は、決して低くなく、また企業・事業体による保育や多様な保育サービスの充実を予測し期待す否割合も・他り群

より高かった。この点では、中高年の子育て経験者の予測、期待を越えた保険制度による経済的支援や多様な保育な1

どの先導的施策の展開を積極的に進めることにっいて検討することが望まれる。
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1研究の目的

　近年出生数の減少、家庭養育機能の変化等への関心は、

社会的かつ公的な支援や介入の必要性を一層増大させて

いる。中でも、とくに重視されている育児と仕事の両立

を図るための課題と今後のあり方を検討することは、社

会的、公的な施策を展開させる上で不可欠なことである。

本研究では・3年間にわたりこの課題にっいて検討を加

えてきたが、最終年度の本年度においては、これまでの

提言及び有識者に対するオピニオン調査をふまえ、幅広

い年代にわたる意識調査を実施し、意識と政策の接点を

探り、今後の施策のあり方について提言することを目的

として、研究を行った。

H　研究の方法

　1　オピ峠オン調査

　昨年度のオピニオン調査結果のうち、 r男は仕事、女

1は家庭」からr育児と仕箏の両立」への価値観の変化を

も花らす条件については、この研究の課題について今後

どのように苅応すべきかの核心となる部分であった。有

識者による実際の動きの将来予測では、 女性の意識変化

が最も重視され、 次いで男性の意識変化が重視され、政

策はその後を追うというものであった。しかし、個人的

期待では、政策がトップを占め、女性、男性の、意識変化

への期待を上回ると．いう結果がみられた。

　有識者のこの意見の意味するものは重要であり、r男

は仕事、女嫉家庭4かうr育児と仕事の両立』 への価値

観の社会的転換の契機として・意識と政策の接点を探る

必難が樋緒えう継・
　．こゆため、既に子どもを生み育てた世代、現在子育て

中の世代、 今後子どもを生み育てようとする世代の各層

にわた？て・ ζの意識と政策との接点を明らかにするた

め、．ぐむうの世代の人々にオピニオン調査を実施するこ

ととした。

　2 意識調査の方法
　　．（1） 調査対象

　上記の主旨に基づき、年齢 （10代～50代）、仕事（有

職、無職、学生）、結婚（未婚、既婚）、子ども（子ど

もあり、 子どもなし）
、 性（男、女）を基本属性として

調査対象者を抽出した。対象は、東京及びその周辺に居．

住する者で、大学及ぴ短期大学の学生、企業の被雇用者

（管理職者を含む）、保育所及び幼稚園の職員、保護者

並びにその親族である。

　調査対象者の属性別人数は、表1の通り862名である。

対象者の属性については、結果の項で詳述する。

　　（2〉調査方法

　調査は・下記の内容にづいて意見を求めるr2001年に

おける子育てと仕事の両立に関する予測・期待調査」を、

学生に対しては教員を通じ、被雇用者に対しては管理職

者を通じ、保育所及び幼稚園関係者に対しては園長を通

じて依頼し、無言路で回答したものを返送してもらう方

法を採った。

．調査期間は、1993年10月から12月までの約6週間であ

る9

　　（3〉調査内容

　r2001年における子育てと仕事の両立に関する予測・

期待調査」の内容は、下記のM項目で構成されている。

1　2001年における結婚の状況について

22001年における出生数
32001年における家族形態

42001年における親族関係

52001年における男と女　1

62001年における男と女　H

72001年における女性の就労状況1

82001年における女性の就労状況且

92091年における子育ての責任

玉02001年における出産、子育てのための経済的負担
11

12

13

14

2001年における子育てへの経済的支援

2001年における保育サービス　1

2001年における保育サービス　H

2001年における保育サービス　m

　、昨年度の有識者に対する調査においては、 デルファイ

法を用いて、2回にわたり同一内容にっいて調査し、20

01年における予測と個人的期待の両面から意見を求めた。

今回の調査は対象数がきわめて多く、デルファイ法を用

、いることは不可能であったが、2001年における予測と個

人的期待の両面についての調査は、本研究の主旨からも

必要であり、上記の14項目について同時に回答できるよ

うに内容を構成した。

　調査内容は、文末参考表の通りである。

皿　結果の分析及び考察の視点

　1　対象者の属性・

　調査対象者862名の属性は、表1の通りである。それぞ

れの属性について、不明を除いた分布をまとめると、以

下の通りとなる。
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　まず性別にみると、r男性」27．5％・r女性」72．5％

と女性の割合が非常に高い。対象者のうち、保育所及び

幼稚園の職貝、保護者並びにその親族は、女性が高い割

合を占めた。とくに保護者については、 両親に依頼した

が｛父親の回答が少なかづたことが影響している。しか

し、統計検定上ではとくに問題となる分布差ではなかっ

た。結婚別にみると、　r未婚」44．3％・r概婚』55，7％、

子どもの有無別にみると、「子どもあり』54．9％・r子

どもなし』45．1％、仕事別にみると、　「有職』46，4％。

r無職」16．3％・r学生」37．3％であったるなお年齢別

には、10代がi7．1％、20代が24歳以下24．0％、25歳以上

12．9％、30代が33．3％～40代が11．0％、50代が1．6％であ

る。しかし、この年齢分布及び他の属性を考慮し、 分析

がより容易になるようにするため、 25歳を境にし宅性別

にみた属性を加えて検討を加えるごととした。その分布

は、表1の通りであ一り、 r24歳以下男性」16．7％。「2

4歳以下女性」玉9・0％・24歳以下計36．2％、r　r25歳以上男

佐∬0。9％・r25歳以上女性」52．9％。25歳以上計63．

8％であった。

以下に属性別に分析したものは、この内容による。ま

た、統計的にr有意」とされた表現は、好検定の結果、

の期待を上回るという結果は、今後の政策策定上参考と

すぺき重要なポイントであった。r男は仕事、女は家庭』

からr育児と仕事の両立』へのパラダイムめ社会的転換

は、政策の関与に関わらず歴史的必然としてもたらされ

るものなのであろうか、 それとも国民性や社会1文化環

境の面からみて、 その転換は容易ならざるものなのであ

ろうか。また、政策の先》性によってどの程度これらの

意識転換がなされるのであろうか。今回の調査は、意識

と政策の接点を探る上で興味深いものがあった。

　属性の相違に関わらず、共通の将来予測がなされた場

合、それが個人的期待においても類似していれば、 政策

の関与の度合いは深くなくでも、方向性は見えてくる。

しかし属性によって意識が異なったり、将来予測や個人

的期待に多様性がみられる場合、政策の関与は、ある方

向性を指向した意識形成にかかわってくる。とくに、社

会のどの層の、何を重視して政策を策定して行くかは、

国民世論や生活意識の方向性に様々な影響を与えるであ

ろう。以下、将来予測や個人的期待との間に相違がみら

れるもの、及び個人的期待について属性による柑違が大

きいものを中心に以上の視点から結果を示し、 今後の政

策の方向にういて検討並びに考察を加えていくこととし

5％以内の危険率で有意な場合をいい、各表・園に示した。たい。

2・意識と政策の関連性

　昨年度の有識者に対するオピニオン調査結果で竜r男

は仕事、女は家庭」からr育児と仕事の両立」への価値

観の変化をもたらす条件にっいて、実際の動きの将来予

測では、女性の意識変化、次いで男性の意識変化が重視

され、政策はその後を追うという結果そして個人的期

待では、政策がトップを占め、女性、男性の意識変化へ

　　　表1囲闘象者の概要

w結果
　1結婚指向及び出生の予測と期待

　（1〉結婚指向

　2001年における結婚の状況について属性別にみたもの

が、表2である。実際の動きに関する将来予測（以下、予

測と略）では、単身者や独身者が増える社会になると予
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測する回答が、86。0％を占めた。それに対し、個人的期　答は、併せて92．6％に及んだ。

待（以下、期待と略）では、対極的に結婚や再婚が増え　　属性別にみると、予測では、r25歳以上」r自営gそ

る社会を期待する回答が80．9％を占めた。　　　　　　　の他』r既婚』r子どもあり」に、減る社会を予測する

　属性別にみると、すべての年齢を通じてr無職j　r既　割合が有意に高かった。期待では、とくにいわゆる生殖

婚J　r子どもあり』そしてr女性」に・結婚指向への期　年齢の時期にある20歳から39歳のr女性』に・出生数の

待感が統計的に有意に高かった。逆に・「学生』「未婚」増加を期待する割合が有意に高かった。

r男性』に、その期待感が有意に最も低かった。

　　（2〉出生の予測と期待

　2001年における出生数にっいて、属性別にみたものが、

表3である。減る社会を予測する割合は、全体の約3分の

2であるが、属性による相違が大きかった。これに対し、

出生数の減少を期待する割合は、対極的に低く、今と変

わらない社会もしくは出生数が増える社会を期待する回

衷2　2001年に淵げる結婚の状況

宴　厭　の　勘　き 個　人　的　期　絢

単身暑や融身特が　　絡婚や胃博が 単身暑や象辞脅が　　紬婚や耳鹸が
増える　　　　　　　増える 増える　　　　　　　　増丸る
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子ども あり 88．z　　　　　　　乙匹．亀 L5．6　　　　　　　81．4　寧寧
なし 84．L　　　　　　　l5．9 2‘．0　　　　　　　7δ．0

性／
齢別

含俸監1　監5　企体2‘　a5 全体綿養5　琳禰隻5
寧寧

男 8‘．6　3』8　58．8　］5．4　L8．2　LL5 29．e　卸．9　30，8　70．0　㌶，L　69．2

費 86，8　85．6　85．掌　］3．2　【3．‘　L3。1 ］3、L　I3．6　13．1　紙8　86，｛　鳳9

寧寧　　PくO．01　有脳あり　　寧　　『《0臼05　窟意舘あり

　2家族形態と親族関係
　（1〉家族形態

　2001年における家族形態について、属性別にみたもの

が、表4である。約9割の回答者が属性に関係なく・核家

族を大切にする社会がすすむとしている。一方個人的期

待をみると、反対に全体の四分の三が親子と祖父母の世

　　代聞の関係を大切にする社会を望んでいる。

　　　属性別にみると、期待の面で有意な連関が多くみ

　　られた。世代間関係重視の割合は、r高年齢』　r既

　　婚』r子どもあり」、そしてr女性」に高く、r学

　　生」よりもr有職』r無職」が高かった。またr24

　　歳以下の男性」のみが、その期待の割合が最も低か

　　った。

　　　　（2）親族関係

　　　次に、2001年における親族関係について、属棚II

　　にみたものが、表5である。親子関係より夫婦関係を

　　大切にする方向を予測した割合が68。3％、期待した

　　割合が69．4％と、極めて高い合致度がみられた。

　　　属性別にみると、r25歳以上の男性』に夫婦関係

　　を大切にする予測と期待の割合が際だって高い。一

　　方、r24歳以下の女性」にのみ、親子関係を大切に

　　する予測と期待の御恰が均衡していた。

表3　2001瑚ナる丘麟

輿 瞭　の　動　　き 醐 人　的　期　　待

減る祝会になる 今と憂おらない 増える批金をこなる 滅る拙会になる 今と憂わらない 増える袖会に蹴る
拙会になる 拙会になる

愈 俸 56瓦
286 30 63 368 424

65．3 3L．2 3．5 7．4 43．0 49．6

年鈴 ～19艘 69．9 24．5 5．6　　瑠 7．0 47－9 454廓取

20～24歳 58．5 35．0 6．5 7．0 40．5 52．5

25～29厳 63．0 35．2 1．9 0．9 49」 50．O

30噌39蹴 69．1 29．9
Li 8．0 39．3 52．7

4．O陶49賎 64．8 31．9 3．3 9．8 ‘8．9 4L3

50服以L上
6L5 38．5 口 30．8 30．8 38．5

位事 被寵用脅 67．4 30．4 2．2　　申 9．2 37．8 53．0
自営、モの他 75．3 23．3 1．4 5．6 4z．3 52，真

無臓 6G．0 34．6 ユ．5 3．6 46．7 49．6
学出 6し．5 32．5 6．量 7．o 47．9 45．0

緒贈 崇婦 6止．D 33，‘ 5．6　＊申 6．2 46．4 47．5
鹿牌 69．0 29．皇 L9 896

40．6 50．9

子ども あり 68．9 29．監 2．o　環蹴 8．2 4L9
49．9

なし 6真．1 33．3 5．6 6．7 45．7 47．5

縣別
傘体　監4　　監5 全体 乳4　　乳5 金体 裂4　　三5 全体 盆4璽　監5 愈体 盆4　　艮5 全体 蜜4　　象5

串 ＊申

男 54．7　62，3　68．4 29．9 29．5　30，4 5．5 8，2　　皇．3 ユ2．9 10．7　15，5 ■48．3 54．k　39．2 38．8 35．2　4祖．3

女 65．5　62，9　66．4 32．一 32．2　32，0 2．5 4，9　　夏．6 5．重 4．2　　5，5 35．i 25．2　42．9 56．8 7D．6　5L7

＊串　　Pく　0．Ok　脊意懸あり　　申　　Pく0，05　智慧兇あり
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　3性差め意識
　（1）両立へのパラダイムヘの転換

　2001年における性薦恵識について《r男は仕事、

女は家庭』のパラダイムに関する今後の予測と期待

を属性別にみたものが、表6である。今回の調査は、

三つの夫婦の役割分業の程度、即ち第1に旧来のパ

ラダイムの象徴であるr男は仕事、女は家庭」、第

2に旧来のパラダイムを多分に残したままの妻の家

庭外就労という状況変化を意味するr男は仕事、女

は家庭も仕事も」、第3にパラダイムの変換を意味

するr男も女も仕事、男も女も家庭』について、 21

世紀初頭の予測と期待をみたものである。

　r男も女も仕事、男も女も家庭』という新しいパ

ラダイムヘの変換のシフトは明瞭にみられ、全体の

三分の二がパラダイムの変換を予測し、さらに四分

の三以上が変換を期待した。しかし、予測では第2

のパラダイムヘの回答者のうち、約半数が期待では

第1と第3の両極のパラダイムにシフトしている。

　属性別にみると、期待の面で若干有意な連関がみ

られた。「自営・その他」に第3のパラダイムヘの

シフトが、r学生」に第1のパラダイムヘのシフト

がみられた。

　また、r女性」に第3のパラダイムヘのシフトが

より明瞭にみられる一方、r男性」とりわけr24歳

以下の男性」に第1のパラダイムヘのシフトがみら

れた。

　（2）性格行動面の性差意識

　一方、20倣年における性差意識について、　「男は

度胸、女は愛嬌」という性格行動面の性差を表現す

表6　2001年における男と女1

衷4　200艮年における家購

冥　際　の　勘　き 個　人　的　銅　陣

棟累課を大切に　　　世代閏の関銘を 購を大切に　　　畿代聞の関孫を
ナる挑会　　　　　犬切にナる祉会 ナる畿会　　　　　大切にずる靴金

全 儒 750　　　　　　　　” 3U　　　　　　　　6‘0
”．1　　　　　　　10，3 2｛，5　　　　　　　75．2

年齢 ～19珍 87．‘　　　　　　　禽2．6 3‘，5　　　　　　　65．5　　寧

20～24厳 鳳孕 　　　　　　13．ロ ”．3　　　　　　　72．7

2s～29歳 9＝．6　　　　　　　　8，4 舘．5　　　　　　　78．5

3D～39餓 9L7　　　　　　　　刷3 21，‘　　　　　　　冒3．5

40～49課 ε｛．3　　　　　　聖5．7 18，7　　　　　　　組．3
50歳以上 83，3　　　　　　　L6．7 8．3　　　　　　　91，7

佳峯 ㎜者 8a．］　　　　　　　”．9 20，0　　　　　　　冒9。‘　寧寧
“労、モの絃 91．5　　　　　　　　5．5 L5，7　　　　　　　83．3
無臓 ‘9，7 　　　　　LO．3 20．‘　　　　　　　79．5
学生 88、L　　　　　　　n．， 3踊，7　　　　　　　68．3

絡嬉 崇層 83．1　　　　　　　艦1．9 ”．O　　　　　　　，D．0　寧寧
厩婚 ε9．7　　　　　　　LO．3 ＝O．O　　　　　　　胆．0

子ども あり 90．5　　　　　　　　9，5 20．7　　　　　　　79．3　ゆ噸
なし 37．6　　　　　　　12．‘ 29．5　　　　　　　70．‘

準細 金体裂鱈三5　金体隻4　隻5 全依2憾盆5　離鯉　隻5
寧寧

錫 “．0　56．0　，1．l　I3．O　I‘，0　8．9 3E．8　43．o　聖5．0　68．2　57．0　85．o
女 ”．3ετ．39D．L　LO，τ12．7　9，♀ 3LO　聰9．1　3監．τ　79．0　80．9　78．3

表5　200且年における競族関係

＊曜　PくO．0聖有黛越あり　廓　PΦ．05有意箆あウ

奥　融　の　勤　き 個　人　的　研　鍔

恩子関鳳より央婦　央掲関価よウ禦子 幌子餌偏より央罎　央婦隣郎より現苧
函鳳を大切にナる　関傑を大切にする 閲侃を大切にナる　四係を大切にナる

金 俸 5？‘　　　　　　　　257 551　　　　　　　　2“
58．3　　　　　　　3ヒ．7 69，4　　　　　　　30．6

年齢 ～19課 66．7　　　　　　　33，3 65．‘　　　　　　　3一．6

20～24罐 52．8　　　　　　　3置．2 51，8　　　　　　　35．零

25～29黛 72，9　　　　　　　”．1 ｝2．0　　　　　　　28，0

30財39隈 59。5　　　　　　　30．‘ 置3．9　　　　　　　”．L

40～49望 ”．7　　　　　　　27．5 7L5　　　　　　　2ε，8　・

50歳以上 LOO．〇　　　　　　　　一 ε3，3　　　　　　　魯5．7

仕事 棚脅 67．5　　　　　　　32．5　　ホ ，2．2　　　　　　　z7．8
o膏．モの億 83。L　　　　　　　16．， 55、2　　　　　　　31，8
無載 58．7　　　　　　　3竃．3 rl．3　　　　　　　”．7
字餌 ε5，2　　　　　　　33．5 6ε．3　　　　　　　33．8

紹婚 未贈 65，0　　　　　　　35．O 67．5　　　　　　　32．5
既婚 7陛．3　　　　　　　鵠．7 70，7　　　　　　　29，3

子ども あり 70，2　　　　　　　29．8 70．1　　　　　　　3引9
なし 65．8　　　　　　　33，2 6ε，3　　　　　　　31．7

舞6別 全体26　25　全俸21　35 離24　25　含儒2‘　25
喰喀 ホ廓

男 70，2　5診．3　82．9　才9，8　3τ．7　17，1 72，0　58．3　冒8」　　2ε，0　3L．7　2L，
巽 ε5，7　59．2　5，．5　33．3　‘o．8　30，5 67．6　57．17L．5　32．4　‘8．9　88，5

率“　Pく0．Ol智累艇あり　奉　PくO．05有2差あり

実　際 の　動　　き 個　　人 的　　期　　鱒

男は仕事、女は 男は仕事。女は 女も男も仕事も 男は仕群h女は 男ぱ仕婁、女は 女も男も仕事も
窟庭 竃庭も仕事も 寂庭も 寂庭 躍【慶も仕事も　　　　蹴膳も

金 体 13 274 s63
14墓 84 628

1．5 32．2 66．2 艮6聾5 9．8 73．6

年齢 陶19蹴 監．4 3L2
67．4 18．9 9．9 70．9

20階24歳 L．5 3属．5 67．0 2L5 13．0 65．5

25～29液
L9

38．3 59．8
1390

3．4 77．8

30～39歳 1．8 30．5 67．6 重3．4 6．5 80．1
40～49観　． 一 29．3 67．4 夏5．4 12．1 72．5
50艘以上 圃 23．且 69．2 星5．4 ！5．4 69．2

仕寮 被雇用名h 2．3 35．8 6重．9 13．1 9．3 77．6 ＊

臼営、その他 躍
3L9 68』1 9．‘ 15．1 75．3

無職 0．7 26．5 72．8 i8．4 5．L 76．5
学生 ユ93 31．1 57．6 Z1．Z 10．9 67．9

納贈 崇欝 聖．4 32．8 65．9 18．9 重0．0 7L1
既婚 L7 31．5 66．8 14．8 9．4 75．8

子ども あウ 1．6 30．7 67．7 14．6 8．6 76．8
なし L6

33．5 64．9 ユ94 10．8 70・1

箪話別 金体 裂4　　監5 全体 絞4　　隻5 盆体
犠4 a5

金体 灸4　　a5 愈体 蜜4　　盆5　　全体 雀4　　犠

男 L5 ！．6　　星，3 3L．3 30．3　32．9 67．2 68，0　65，8 28．2 32．0　22．5 鳩、8 耳8．9　星8，8　　53．D
　　　寧申
9．2　58．8

女 L3 0．7　　1，6 32．6 34．8　31．8 66．1 64・5、66・7 n．8 11，3　匹2．0 6．9 8．5　　6．3　　8L．3 804　　81、 7

串承　　Pく　0、Oi　賓慧艇あり　　＊　　PくOrO5　窟意艶あり
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る諺に関する今後の予測と期待を属性別にみたものが、

表7である。この社会観が、21世紀初頭において通用する

と回答した割合は、5．5％であった。反発を受けるが約3

0％に対し、評価が分かれるは約三分の二に及んだ。こ

れに対し、期待では、この社会観が通用している社会へ

のシフトが明瞭にみられ、その割合は30％に及んだ。

　属性別にみると、予測では、r自営・その他」に通用

している社会6反発している社会の分化がみられ・r未

婚」「子どもなし」に評価が分かれる社会が、r既婚」

r子どもあり」に反発を受けている社会が、それぞれ有

意に多くみられた。期待では、r男性」特にr24歳以下

の男性』に、通用している社会が顕著に高い割合で、且

つ反発を受けている社会が非常に顕著に低い割合でみら

れた。

　4女性の就労と育児

　　（1）女性の就労の程度

　2001年における女性の就労状況にっいて、まず就労の

程度を中心に属性別にみたものが、表8である。

　21世紀初頭には、結婚、出産に関係なく働き続ける女

性が多くなる社会を予測する割合は、全体の80％を越え

た。しかし、個人的期待をみると、その割合は50％を切

り、子どもの年齢によって就労状況が変わることを期待

する割合が三分の一に増え、さらに専業主婦が多い社会

を期待する割合も17％となった。

　属性別にみると、予測では相違がみられなかったもの

が、期待において有意な差がすべての属性でみられた。

　働き続ける女性が多い社会を望む層は、r高齢j　r有

職」r既婚」r子どもあり」に高かった。これに対して、

働かない女性が多い社会を期待する割合は、r24歳以下

衷7　20旺年における男と女H

の男性」がきわだって高く、r学生j　r未婚」r子ども

なし」の割合も高い。子どもがある年齢になって働く女

性が多い社会奪期待する割合は・　r24歳以下の女性」に

際だって高かった。

　　（2）子どもの年齢と就労時期

　子どもがある年齢にな？て働く女性が多い社会を予測

し、 期待し牟場合の、子どもの年齢を属性別にみたもの

が、表9である。その割合を度数分布的にみると、予測で

は・1歳未満・（0歳時）が5p6％・4歳未満（年少幼児期）

まで炉約3割であり・6歳未満（就学前）までが約4割・

9歳未満（小学校低学年）までが7割、1呂歳未満（小学校

高学年）までが9割弱であった。期待では、1歳未満（0

歳時） 、，は0．4％と殆どみられず、4歳未満（年少幼児期）

まで競2割、6歳未満（就学前）までが約28％、9歳未満

（ノ』単校低学年）までが6害U、12歳未満（ノj糀学年）

までが8割弱である。全体的には、予測における年齢よ

りも期待における年齢力稿いという特徴、即ち子どもの

年齢が高くなるまで母親が育てるこ とへの期待に高いこ

とが伺われた。

　属性別にみると、予測では性g年齢別のみ有意な舞が

みられ、女性とくにr25歳以上の女性」に幼児期乃至小

学校低学年から働くことを予測する割合、男性とくに

r24歳以下の男性」に小学校高学年から働くことを予測

する割合が高かった。期待でも、この性・年齢別の相違

は明瞭にみられた。さらに期待における有意な連関はす

べての属性にみられ、r高年齢（50歳以上を除く）j

r有職』　r既婚」r子どもあり」において、子ごも力紙

年齢の時期から働くことを期待する割合が高かった。

　　（3）女性の就労形態』

　次に、2001年における女性の就労状況について、フル

双’ ’UUL欄oヲ9ζ函旦
興　際　　の　動　　き 欄　　人 的　期　　待

通用している制」会　　評価がわかれ委　　　　　　　　社二会

拙会
反発を受けている 通用している弛会

　　　　　　　社倉
評価がわかれゐ

袖会
反発を畏けている

金 僧＝ 石7　　　　　　　　　　　550

．5　　　　　　　　　　64．8

252

9．7

253

．1

420

9．9

168　
20．O

年帥 ～■9歳
O～24歳
5御29蹴
0～39餓』410－49蹴

◎艘以上

7．7　　　　　　　　　　　69．0

．0　　　　　　　　　　70，5

，7　　　　　　　　　　62．9
，0　　　　　　　　　　63．9

，8　　　　　　　　　　56．8
　　　　　　　　　　　　54，5

23．2
4．5
L4
2，翼

6．4

5．5

32．4
34．3
7．9

6．一

9．2

7．3

52．8
46．5
3．8

真．8

7．2

4．5

14．8
9．2

8．3

2．1

3．6

8．2

仕峯 耀潮棚譜
嘗秘モrの他
職学生

496　　　　　　　　　　6‘．8
1．0　　　　　　　　　52一豆
．2　　　　　　　　　　61，8
．4　　　　　　　　　　59，0

30．6　　環

7．0

6．0

4．6

28．8
？．8

8．7

Z．4

5D．7
0．0

6．3
LO

20．5
2．2
5．O

6．7

縞贈 未婦
娘

6，0　　　　　　　　　　70．4
，4　　　　　　　　　　60，3

23．6　＊＊
4．3

30．5
9．3

52．6
3．7

・16．9

24

子ども あり
し

5．6　　　　　　　　　　50甲0
．0　　　　　　　　　　70．1

3‘．4　　嗣取

3．9
28．3
0．9

‘9．8

L．9、
22．0
7．2

駈別
男女

愈体 鯉　　ゑ5　　傘俸蜜4　盆5 全体 隻4　　監5 愈体 隻4　　監5　　全体 隻4　　犠5 愈体 夜4　　灸5

5．0
．6

4．9　　　　5，1　　　　5G．2　　64■8　　63．3

，6　　　4，2　　　　65甲8　　74r6　　6Z．5
30．8
9．5

30，3　3L6
9．7　33．2

43．3
5．5

45．9　39，2　　43．3
0，0　23，9　　52．2

45．1　40．5
7．L　54，2

皿3，4

2．2

　　申＊
．0　20、3

2．9　22．0

糟脇鉱め串、申　Pく0．Oi有鴛慧あり ＊　　P《O．05　櫨盤あり
96
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タイムが多い社会か、パートタイムが多い社会かにっい

て属性別にみたものが、表10である。

　予測では、全体の70％がフルタイムで働く女性が多い

社会とし、期待ではそれ力紙くなり、約半数がパートタ

イムで働く女性が多い社会を望んでいる。

　属性別にみると、予測、期待ともに有意な連関が多く

みられた。r20代前半」r学生」r未婚」r子どもなし」

において、フルタイムを予測する割合が高く、これに対

し、r若年齢』r無職』r学生」r未婚』r子どもなし」

r24歳以下の男性」において、パートタイムを期待する

割合が高いという、対比的な結果がみられた。

　5子育ての貴任

2001年における子育ての責任について、属性別にみた

ものが、表玉1である。

　親が全面的に子育ての責任を負う社会になると予測す

る割合、及び親とともに社会も相当に子育ての責任を負

う社会になると予測する割合は、ともに20％強であり、

その中聞の意識即ち、親とともに社会がある程度子育て

の責任を負う社会になると予測する割合が、約55％であ

った。これに対し期待の方では、親とともに社会も相当

に子育ての責任を負う社会の方ヘシフトし、37％に上っ

た。

　属性別にみると、予測では有意な連関は全くみられず、

子育ての責任については、意識の共通性が高かった。期

待においても属性による相違は少なかったが、しかし、

r男性』とりわけr24歳1｝！Tの男性」において親の責任

を、逆にr女性」とりわ』「24歳以下の女性」において

社会の責任を期待する害9・．r‘有意に高かった。

　6　出産、子育てにかかわる経済的負担

　　（1）親の経済的負担

　2001年における出産、子育てのための経済的負担にっ

いて、まず親の負担に関する意識について属性別にみた

ものが、表12である6親の経済的負担が今より重い社会

になると予測する割合は、80％を越えた。これに対し、

親の経済的負担が今より重くなることを期待する割合は

6％に過ぎず、94％の回答者は、今よりも軽くなる社会を

期待している。

　属性別にみると、予測に関しては有意な連関は全くみ

られなかった。期待に関しては、有職者、無職者、学生

と比較すると、唯一r自営・その他』のみにおいて、親

の負担が今より重くなることを期待する割合が高かった

が、しかしその割合は、約15％であった。

　　（2）社会の経済的支援

　次に、2001年における子育てへの社会の経済的支援の

方向について、属性別にみたものが、表13である。税制

による支援の方向を予測する割合が、全体の約4分の3

を占め、その内訳は、国や地方の税金を子育て支援のた

めの施策に充てる方向が48％、子育て中の家族が納める

税金を減らす方向が25％であった。これに対し、子育て

保険制度を設ける方向は26，8％であった。一方期待にっ

いてみると、税制による支援は4分の3を若干越え、中

でも税金を減らす方向を期待する割合は、約44％に及ん

だ。子育て保険制度をもうけることへの期待は、24％と、

予測よりも若干少ない割合であった。

　属性別にみると、子育て保険というまだ確立されてい

ない制度を予測する割合は、r若年齢』r学生』r子ど

もなし』において、より高い割合でみられた。とくに、

r24歳以下の男性」において子育て保険の方向を、r25

衷U2001年における殖の責侵』

実 際　　の　動　　き 個 人　的　期　縛

脚ナτ金鷲的に貴任 社金がある糧度 祉臼も祁当に責任 厩が金面的に買任 祉會がある租度 祉会も相肖に責任
歩勅 ろ被会 貴任を負う批金 を負う拙金 を負う祉会 貴任を負う批会 を負う弛余

全 体 ”n
446 170 風30

376 3DO

？」．凡 55．3 21．星 置6．1 46．7 37．2

年齢 聖■9蹴 四．4 53．2 23．‘ 17」 50．7 32．1

20～24歳 ≧1．9 54．3 24．4 ”。8 42．6 39．6

25陶29蹴 29．へ 55．9 ！4．7 15．7 44．1 40．2

30～39牌 27．2 55．2 17．6
13d 49．0 37．8

40～49職 ”．1 64．2 24．7 17．3 48．1 3‘，6

50歳以一ヒ 且8．2 53．6 18．2 16．7 58．3 25．0

仕事 被賑用者 20．8 58．7 20．5 14．8 43．6
4L6

臼営。モのρ 27．4 59．7 12．9 14．5 56．5 29．0
熊職 3r．0 48．8 19．2 14．5 49．2 36．3
掌生 η、9 54．7 23．5 18．1 47．4 34．5

■　■　　皿　　　

納娠 索鱒 、9 56．2 2且99 17．0 46．7 36．3
厩婚 ＝．5 55．O 19．5 15．5 46．9 37．6

予ども

就＿ユ
論、2
1．9

55．0
6．3

18．8L9
＝5，ユ

7．8
47．2
7．k

37．7
5．皇

　一　冒　■　　　　　　隠

論1
IIl命嬬

24　　　25 念体 24　　　25 愈催 隻4墜　盆5 金体
24　　　　5 全体 裂4　　25 金俸 24　　　25

t’

＊申
■　う一 ，4、0　24。7 49．0 45，5　54．8 25．8 30．5　20，5 26．3 28．9　2L9 46．9 47，罵　46、6 26．8 24。0　3且，5

”．4　24．6 58．0 57，9　58．O 竃8，4 20，7　17．4 L2．2 9．3　13．4 47．9 45，7　‘8．7 39．9 45，0　37．9
、

廊串　P（0．0！有慧蕊あり　串　PくO．05有意艶あり
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歳以上の男性」において減税の方向を予測する割合の高

さが顕著であった。期待に関しては、属性による相違は

みられなかった。

　7　保育サービスの方向

　　（1）保育サービスの主体

　2001年における保育サービスの方向について、まず親

が働いてる間の保育サービス制度、事業の主体について、

属性別にみたものが、表14である。行政で保育サービス

を充実させる社会よりも、親が働いている企業、事業体

が子育てのための福利厚生を充実させる社会を予測すう’

割合がやや高く、54．3％であった。これに対し、期待の

面では、行政で充実させる方向がやや高く、57．7％であ

った。

　属性別にみると、企業、事業体の福利厚生で充実させ

る方向を予測する割合は、r29歳以下」r無職j　r学生』

　r未婚」r子どもなし』r24歳以下の女性』が有意に高

かった。一方、期待の面では、行政で充実させる方向を

期待する割合は、40歳以上のr高年齢」が有意に高かっ

た。　・．

　　（2） 保育サービスの方法

　次に、2001年における乳幼児が保育サービスを受ける

方法にっいて、属性別にみたものが、表15である。高い

割合の順でみると予測、期待ともに同一順となっている。

近所の保育園・保育施設が最も高く、予測では6割以上・

期待ではややそれより低いが5割以上であった。以下、

その割合は非常に低く、企業の中の保育室が予測で24％、

期待でややそれよりも高く約29％であった。さらに非常

に低い割合で、集合住宅の保育室が予測で約7％、期待で

それよりも高く約11％、自宅ヘベビーシッターが予測で

約6％、期待で約7％、近所の保育ママが予測で約2％、期

待で約4％であった。

　属性別にみると、予測において、すべてにわたり有意

な運関がみられた。　r高年齢」　r自営・その他」r既婚」

　r子どもあり」r25歳以上の女性」において、保育園・

保育施設の方向を、r若年齢j　r学生j　r子どもなし』

において、企業内保育室の方向を予測する割合が高かっ

た。また、r学生」r24歳以下の男性』においてベビー

シッター、集合住宅内保育室という、まだきわめて普及

度の低い保育サービスを予測する割合が、他の人々より

も有意に高かった。一方、期待についてみると、r自営

・その他』において保育園・保育室の方向を、r無職』

　r25歳以上の女性」において企業内保育室の方向を、ま

たr無職』r学蜀　「24歳以下の男性」において集合住

宅内保育室の方向を、r40歳代』r25歳以上の男性」に

おいてベビーシッターの方向を、それぞれ期待する割合

が有意に高かった。

　8　企業、事業体の両立支援の方向

　子育てと仕事を両立させるために必要な、12001年にお

ける企業、事業体の制度について、属性別にみたものが、

表16である。この質問のみ、順位づけによる回答を求め

た。従って、他の表の回答率による表示と異なっている。

即ち、第1位に回答した項目の重みづけを6とし、第6

位に回答した項目の重みづけを1として、全体の重みづ

けの平均を表に示したものである。

　21世紀の初頭において普及すると思われる順位でみる

と、第1位が出産後約1年前後の育児休業を取りやすい

環境（以下育児休業と略）が4．5という高ポイントであっ

た。第2位の育児と仕事のバランスを配慮したフレック

スタイム制度（以下フレックスタイムと略）も4ポイン

トを超えている。次いで第3位の育児時間を保障するた

め、勤務時間を短縮する制度（以下短時間勤務と略）と

第4位の子どもが病気の時や子どものことで休暇を取ら

なければならないときの有給休暇補償制度（以下病気看

護休暇と略）は3．6前後で拮抗していた。第5位は、一度

仕事を辞めても再び同じ職場に戻れる制度（以下再雇用

制度と略）が2．9、そして第6位が子どもの手がかからな

くなった時期から入社できる中途採用制度（以下中途採

用制度と略）が2．5を下回り、最も低い重みづけであった。

　これを、21世紀において重要と思われる順位、即ち期

待に対応する順位でみると、育児休業が4，37と同じく第

1位であった。しかし重要性の第2位は、病気看護休暇

が4．13と上位を占め、フレックスタイム、短時間勤務は、

それぞれ3。6、3．34で第3、4位となった。第5位の再雇

用指1渡、第6位の中途採用制度は・それぞれ3，15、2．43

と、予測よりもやや高い重みづけであった。

　属性別にみると、予測においては統計的に有意な連関

は顕著にみられず、r自営・その他」において、病気看

護休暇の普及を有意に高く、フレックスタイムを有意に

低く重みづけをレている程度であった。また、重要性に

ついては属性別の相違は全くみられなかった。

V考察
1　結婚指向及び出生の予測と期待

21世紀の初頭においては、今以上に単身者や独身が増え

ると予測する割合は、属性に閲わりなくきわめて高かっ

た。これに対し、結婚や再婚が今以上に増えることを期

一100一



網野他　2．家庭養育機能と職業生活との両立に関する研究

衷15－1　2001年における保育サービス11乳幼児が保育サービスをうける方法・

奥 際　　の 動　　魯

臼竃にべど一シツ 痢合住宅に保育邸 近所の傑腎ママさ 近所の優寮図や保 企業の中の傑青庭
クー んの竈庭 腎施設

金 体 50 54 15 50L L93
6、2． 6．？ 翼．9 62．5 24．！

年齢 ～19歳 7一皇 LO．6 L4
51．8 29，i　　寧

20～24歳 8－7 7．7 2．6 54．4 27．2
25～29蹴 6．o 4．0 2．o 6‘、0 25．o
30～39蔽 5．6 6．0 0．4 69．5 20．9
40酎49戯 2．5 3．3 6．3 73．＆ 艮7，5

50歳以rヒ 『 8．3 一 33．3 16．7

仕事 被雇用暫 4．5 5．2 2．1 69．2 22，4　　唯＊
応営。モの他 6．6 L6 1．6 ？3．8 皇6．4

勲臓 3．2 7．2 L6 67．2 2z．4
学生 9．4 9．4 ・L9 5Z，艮 27．2

繕婿 宋贈 8．3 9．1 L9
54．1 26，8　＊＊

既贈 4．5 4．7 R－9 70．4 2L1

子ども あり
し

4．4
．6

4．2
．1

1， 71．9 7L6
3．3

20．3　申蹴
7．6

筆循別 £体 裂4　　監5 企体 盆4　　隻5 全体 盆4　　盆5　　全体 隻4　　乳5 金体　監4麟　犠5

寧承男女
iO．4

．9

翼3．3　　5，6

．9　　4．3

9．4
．5

10，0　　893
．1　　4，9

2，l
8 0．8　　4．2　　56．8

．9　　L4　　67，5
53，3　62，5
6．4　72，0

22．4
3．2

Z2．5　22，2

L4　19．9

衷15－2
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＊＊

2001年における保静一ビス皿乳幼児が保静一ピスをうける方法
P《　0．D星　宥意雌あり　　串　　Pく0．05　有意差あリ

個 人 的　　　期 萄

m宅にベビーシツ 犠合住宅に保脊寵 近所の傑管ママさ 近所の廉育面や保 企衆の中の傑育産
クー んの竈展旨 脊施設

全 体 54 87
、r

4
4艮9

229

6．8 10．9 4．3 52．7 28．8

無齢 ～工9蹴 6．4 星5．7 5．O 48．6 25．0
2Q僧24艘 6．3 9．8 3．6 53．4 26．4
25～29蹴 4．0 6．9 4－0 53．5 34，7　』

30～39歳 6．5 耳0、9 4．0 48．4 36．7
40～49歳 艮L4 星0．i 3．8 65．8 量5聾2

50艘以上 薗 一 一 80．0 20．0

仕事 被雇珊者 693
6．7 2．8 59．9 28．5　　曜取

磨営、その他 8．2 6．6 4．9 72．1 18．0
熊職 S．7 重791 4．匹 35．0 43．k
掌生 7．5 13．4 5．2 50．2 25．1

納婚 乗娘 7．0 12．8 4．5 50．4 26．5
既贈 6．9 9．1 3．8 54．4 3L5

子ども あり 6．9 9．4 3．7 54．1 31．6
なし 7．Z 12．5 4．7 50．7 26．3

雄6別 企俸 盆4　　盆5 企体　鱒望　鞭 全体 監4　　劉5 企体 蜜4　　盆5 金体　解鰐　姫

郷 10．0 7．5　14．3 129量 14，2　　8，6 6．3 6．7　　5．7 52．6 52，5　52．9 20．5
　　　串
9，2　22，9

女 5．4 5．0　　5，5 10一星 9．4　重0．4 2．9 2．2　　3，2 53．6 54．7　53．2 32．8 30．2　33．8

表16
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　喰寧

2001年における保育サービス皿子脊てと仕事を両立するため必購蹴」度
Pく　0，0夏　有意無あり　　翠　　Pく0．05　有意慧あり

野　　児
　　繋 勤

　　　（”及すると思bれる順働）
時関　フレックスタ

癖気魂騒　再月曜用　　　務　イム　　　　賎休暇　制度

中海採
制度

腎　　児
　　衆

　　　　く皿要と思われる鯉1億＞
時聞　フレックスタ勘務　　　イム

荊気看
休暇

再罵用
度

中途採
制度

年齢
　　～■　9麟
　　2　0～24歳
　　2　5～2　9載
　　3　0～3　9級
　　4　0叩4　9歳
　　5　0識以上

4．50935
・38r99
．47
．48
．60

3．62　　　　4響03　　　　3－59　　　　2，9嵩
，55　　　　4曾ユ3　　　　3，66　　　　2－8上
■53　　　4，■0　　　3970　　　2、92
●80　　　　4甲ユ3　　　　3，20　　　　2．82
962　　　3，89　　　3965　　　2，96
。58　　　4．08　　　3，54　　　3，04
－40　　　3，50　　　3．20　　　2，90

2．36946
r33
．嵩3
．4工

2．29
．40

略■37
．45
●4“
甲∴3
．3工
．55
．ユ8

3．34　　　3，60
，94　　　3，54
響23　　　3．55
。B3　　　3●94
，30　　　396工
．7工　　　3。39
，8上　　　39工8
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待する割合は同じ程度に高く、この対極はまさに実際の

動きへの否定的意識、即ち結婚指向への期待感を明瞭に

示すものである。したがって、政策的に結婚指向をサポ

ートする方向が含まれていても、基本的には肯定的に受

けとめられるであろう。

　それではどのような政策がより必要なのであろうか。

結婚が増えることへの個人的期待の属性別分析結果から

考えると、子育てに専念している女性を中心として、そ

の期待感がより強いことを意味していると考えられる。

したがって、「育児と仕事の両立」の価値観を根底とし

た政策の中に、成人男女の出会いや結婚、子どもを生み

育てることへの指向や期待をより高めたり、促進するフ

ァクターが強く含まれる程、結婚指向は高まるであろう。

この施策は、とくに今後の結婚、子育ての予備群である

男性未婚者の意識に影響を及ぽすであろう。

　21世紀の初頭における出生数の動向についても、将来

予測と個人的期待の対極が特徴的である。既婚の子ども

ありに属する人々が、少子化の傾向を実感としてより強

く感じており、そうであってほしくない期待感は20歳か

ら30歳の女性に非常に強い。先にふれた結婚指向の特徴

を併せ考察すると、健やかに生み育てることのできる諸

環境を整備するための政策の積極的意義は、非常に高い

と考えられる。

　2家族と親族のこれから

　21世紀初頭における家族形態の予測と期待もまた、対

極的であった。核家族を大切にする社会を予測する割合

の非常な高さは、三世代家族等の世代間の関係を大切に

する社会への期待の高さを相対的により印象深くさせて

いる。また、属性別の分析による有意な連関は、家族を

もったり、子どもを生み育てたりする経験の有無による

意識の相違を明らかに示すものである・この点は、親子

関係と夫婦関係との相互関連性にも関わってくる。

　親子関係には、夫婦と未成年の子ども、夫婦とその親

（老親を含む）とのふたっがある。21世紀初頭における

予測、期待も共に、親子関係より夫婦関係を大切にする

意識が高い。これらの結果を考察すると、世代間の連鎖

の意義を実感する機会を経験することによって、家族形

態として、単に核家族か多世代家族かを選択するのでは

なく、たとえ核家族が主流を占めても、世代間のかかわ

りや育児支援等が容易になる、いわゆる心理的同居の関

係が必要であることを…聴させるのであろう。家族形態

に関わらず、家族機能、親族機能と育児支援施策との連

動が、今後一層必要となると考えられる。

　また、r25歳以上の男性」に夫婦関係重視の予測と期

待の割合の高さが顕著であり、他方r24歳以下の女性」

のみ予測、期待ともに親子関係を大切にする割合が均衡

しているという注目される結果がみられた。縦の関係、

即ち養育、扶養、介助のウエイトは過去に比較して近年

そして今後減少することは共通に認識されるところであ

ろう。取り敢えず夫婦と未成年の子どもに絞ってみた場

合でも、今後の児童家庭政策を考える上で、無視できな

いものがある。しかし、20代半ぱを境にして性差がこの

ように明瞭にみられること、とくにr24歳以下の女性』

の親子関係への傾斜を、政策と意識との接点でどのよう

に受けとめて行くべきか、今後の検討を必要とする。

　3性差の意識と政策

　r男は仕事、女は家庭」からr育児と仕事の両立」へ

の価値観の変化をもたらす重要な条件として、今日の男

女の性差意識がある。今回の調査では、r男も女も仕事、

男も女も家庭」へのパラダイムの変換の予測、期待とも

に高く、意識と政策の接点が予想以上に近いという泣目

される結果であった。

　しかし、結果のところでふれたように、予測では第2

のパラダイムヘの回答者のうち、約半数が期待では第1

のパラダイムにシフトしている。予想されたことではあ

るが、それはただ一っの属性即ち性別による意識差とな

って示されており、新しいパラダイムヘの変換は、やや

男性に抵抗がみられた。しかもそれは、r24歳以下の男

性」に最も高く、第1のパラダイムヘの若年男性の守旧

的意識となってあらわれている。

　これを、社会が期待する性格行動面の性差でみてみよ

う。上記のパラダイム程ではないが、しかし「男は度胸、

女は愛嫡」という社会観も、21世紀初頭において通用す

ると回答した割合は、きわめて少数であった。これに対

し、期待では、この社会観が通用している社会へのシフ

トが明瞭であり、上記のパラダイム以上に変化への抵抗

は高くなっている。しかも上記のパラダイム同様にr24

歳以下の男性」に最も高レ、。第1のパラダイムヘの若年

男性の守旧的意識と璽なっている点は興味深く、政策策

定上考慮すべきことである。

　いずれにしても、従来の性差意識を転換する政策は、

社会的にも受け入れられる背景が強いことが予測される。

しかし、若年男性の意識の動向を政策に反映させるため

には、次のような視点が含まれる必要がある。即ち、今

日の社会がもたらす母子関係の密度の濃さ、社会性にお

ける男女性差意識の存在、親準備牲の不足等がもたらす

背景を重視し、男女共同参画型社会を指向する施策を重

視し、家庭、教育、社会・文化面にわたる社会的支援、
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関与を強化することである。とくに、家庭内共同育児へ

の視点は、重要である。この点は次項でもふれる。

　4 女性の就労と育児の関係

　先にふれた性差の意識は、母親の就労に関する受けと

め方、就労の時期、就労のタイプヘの回答と連動してい

る。働き続ける女性が多い社会を望む層は、r高齢j

r有職」r既婚』「子どもあり」に高く、就労経験の重

さは、意識的にもこの面での先端を行くことを立証して

いる。これに対して、専業主婦が多い祉会を期待する割

合は、 r24歳以下の男性」が際だ6て高く、 r学生』の

割合も高い。また、子どもの年齢がある程度高くなるま

で母親が育児に専念することへの期待、さらにはフルタ

イムよりもパートタイムの女性が多くなることへの期待

等は、就労経験のないあるいは浅い層の人々、とりわけ

若年男性に明瞭にみられた。

　シャドウワークとして位置づけられることが通念とな

った近代家族における女性の家事、育児等は、男性の家庭

内協働への指向を全く消極的なものとさせてきたが、今

日新しいバラダイムヘの変換に対する男性の抵抗、どり

わけr24歳以下の男性」に最も高い第1のパラダイムヘ

の守旧的意識が、女性の就労と育児との関連においても

明瞭にみられたことは、とくに重視すべきことさある。

r男は仕事、女は家庭」からr育児と仕事の両立」への

価値観の変化をもたらす重要な条件は、即母親の就労に

関する考え方の変化をもたらす条件としても重要である

と言える。今回の調査では、総体的にはr男も女も仕事

も家庭もjへのパラダイムの変換の予測、期待ともに高

く、意識と政策の接点が予想以上に近かった点を考える

と、世論の動向に積極的な影響をもたらす政策的アプロ

ーチの中に、若年男性を主とする性差意識の転換を含む

視点を包含することは、ここでも重要な鍵となるであろ

う。

う対比は特徴的であり、この結果もまた、これまでにふ

れてきた性差意識と政策との関連で、十分に考慮すべき

ことである。

　6　出産、子育てにかかわる経済的負担

　出産や子育てに関わる親の経済的負担は、少子化の理

由の一つとして指摘されることが多い。多様な属性に関

わらず共通に認められたことは、将来親の経済的負担は

さらに増えるだろうという予測であった。そのことは、

逆に負担の軽減化への共通の期待の強さとなって現れて

いる。

　この期待は、公的な、社会的な経済的支援、とくに税

制上の政策への期待に結びついている・予測としては、

公庫の歳出面での施策の強化が最も璽視されているが、

期待としては、減税の割合も高くなっている。

　これらの両面からの政策は、今後とも逐次進んでいく

であろうが、税負担感の軽減を伴う税控除など減税への

期待がどの年齢層にもみられることは、今後の政策上の

参考になると思われる。

　本研究において、提言並びにオピニオン調査で検討を

加えてきた子育てにかかわる保険制度についての意識を

みると、子育て経験の浅い、あるいはない人々の約3割

に、この制度がすすむことを予測する結果がみられた。

しかし、期待面では統計的に有意な結果は示されていな

いので、政策と意識の接点では、今後税制による支援の

方向が最も推進しやすいと考えられる。しかしながら、

納税の経験が、税制による支援の方向に結びつく傾向が

あることは予想されたところであり、20代半ぱを分岐点

とする男性の税制指向と保険指向の対比は、興味深い。

新たなる高齢化・少子化社会を迎えるにあたり、社会保

険制度の一環として、介護保険制度の創設とともに、今

後児童家庭福祉保険制度のあり方を検討する必要性は、

この調査結果からも伺われるところである。

　5子育ての黄任

　第一義的な子育ての貴任は親にあるが、近年子育て支

援の必要性とともに、子育てに主体的に関わる社会の責

任もあらためて再認識されっつある。今回の調査結果を

みると、親が全面的に貴任を負うという考え方は少ない。

予測においては約4分め3以上、期待においては84％の

人々が、社会も責任を負うとしている。この意識は、子

育て経験とはかかわりなく存在している。

　しかしながら、この項目においても、性差意識が明瞭

に示されている。若年の男女における相違・即ち男性に

おける親の責任期待、女性における社会の責任期待とい

　7　保育サービスの方向

　親が働いている間の保育サービス制度、事業の主体と

して、行政と、企業・事業体が拮抗している結果は、興

味あることであった。保育イコール保育所という観念は、

保育界のみならず、一般社会においても通念として普及

していた。しかし、保育二一ズの多様化に伴う多様性の

ある対応の必要性は、社会的に以前よりもはるかに保育

サービスヘの関心を高めていることは否定できないとこ

ろである。とくに、現在子育て中の、あるいは子育て後

の人々が、従来の行政による保育サービスの充実を指向

しているのに対し、将来子どもを生み育てる層の人々に
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企業・事業体掲向がみられることにっいては、これまで

の考察でふれてきた若年齢膚の守旧意識と関連させてみ

ていく必要がある。21世紀に向けて、保育園（制渡上の

保育所）、保育施設とともに、企業内保育施設、集合住

宅内保育施設、ベビーシッター等の多様な保育サービス

の提供を考慮し、より身近な具体的な保育サービスメニ

ューの充実を重視した政策を展開することは、子どもを

生み育てようとする世代の人々にとって、子育てと仕事

の両立を図る上で欠かせない視点どなる。

　なお、諸外国の保育資源として、実態上も制度上も普

及している家庭的保育、いわゆる保育ママについては、・

今回の調査結果からもわが国では認識、予測の程度はき

わめて低いことが、あらためて示されている。しかし、

期待においては予測を上回る比率となっている。子育て

と仕事の両立を、乳幼児の発達への二一ズの面から図る

ことを一層重視するならば、、保育政策上、家庭的保育の

検討は不可欠のものであり、この点で、政策と意識の接

点をより近づける時期を迎えていると考えられる。

　8　企業、事業体の両立支援の方向

　これから子どもを生み育てる世代を中心に期待の高か

った企業、事業体の福利厚生について、具体的な制度の

方向をみると、わが国でもいよいよ制度化された育児休

業の普及とそれへの期待は最も高かった。この制度の普

及への期待は～属性に関わりなくきわめて一致しており、

闇用保険缶i渡と関連させた休業中の所得保障の方向づけ

も明らかにされつっある中で、今後育児休業は政策の強

化を柱にした普及が一層期待される。また広義の育児休

業として、フレックスタイムや短時間勤務制度の普及も、

21世紀に向けて一層促進されるであろう。

　また、すべての属性を通じて病気看護休暇を璽要視し

ている結果も興味深い。むしろ現状では、意識が政策を

先導する方向にある。今後早期にこの制度が確立するこ

とが期待される。政策と意識の接点を探る点では、先に

社会の経済的支援でふれた介護保険制渡の創設や、児童

家庭福祉保険制度のあり方を検討する際に、この制度に

ついても十分に考慮することが期待される。

　なお、本研究では、再雇用制度とともに中途採用制度

の意義を璽視してきた。育児と仕事の両立に必要且つ重

要な制度と考えられたが、この調査においては、r無職」

においてやや重視されたものの、全く有意なものではな

かった。我が国の企業の雇用方針等と関運し、21世紀に

おいてもその普及はどの程度促進されるか明らかではな

いが、政策上考慮すべき事項としてとどめておきたい内

容である。

V【総括

　2王世紀の初頭においては、単身者や独身者が増えるで

あろうと予測する一方、結婚や再婚が増えることを期待

する意識とが対極的に見られた。またr男は仕事、女は

家庭」からr男も女も仕事、男も女も家庭』へのパラダ

イムの変換への予測と期待はともに高かった。この点か

らみると、政策と意識の接点は近い。しかし今回の調査

においては、24歳以下の若年男性に、シャドウワークを

担ってきた女性への性差意識がみられた。したがって、

これから結婚し・子どもを生み育てる世代に焦点を当て

た政策に関しては、成人男女の出会いや結婚、子どもを

生み育てることへの指向や期待をより促進する施策とと

もに、この守1日意識、性差意識の転換を含む男女共同参

画型社会を指向する施策が求められる。

　子育て中及び子育て経験者において、税制を主とする

経済的支援への予測と期待が高く、また行政による保育

制度充実の予測と期待も高かった。しかし子育て経験の

浅いあるいは無経験者において、子育てにかかわる保険

制度への閲心は、決して低くなく、また企業・事業体に

よる保育や多様な保育サービスの充実を予測し期待する

割合も、他の群より高かった。この点では、中高年の子

育て経験者の予測、期待を越えた先導的施策の展開を積

極的に進めることについて検討することが望まれる。
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網野他：2．家庭養育機能と職業生活との両立に関する研究

200■．年における子育てと仕事の
　　岡立に関する予測・期待蘭査

2001葎における予測に閤する下記の質問について、実際の動き（量の中稼こうなるだろうという予澗と、
個人的期待（あなた臼身はどうなって欲しいと思うか）にわけて．再方にお答え下さい，麟当するものには番

号に夷をつけて下さい．

・年齢　　①10代
・仕事　　①公務員
・結婚　　①未嬉

②2Q代③3σ代④40代⑤50代⑥60代
②民聞企業、団体③自営④無職⑤学生
②既嬬

⑦70代以上

1。200ユ年における結婚の状況についで

　　　　咳療の動き」
　　　　　①単身者や独身考が増える社会になる
　　　　　②紹媚や醐が増える社会になる

2．2001年における出生数
　　　　r笑瞭の勘き』

　　　　　①出生数が減る社会にむる
　　　　　②出生数が今と蚤まり変わらない社会になる
　　　　　③出生数が増える社会になる

3．2001年におFナる誕匿遵匡形態

　　　　r集醗の動き』
　　　　　①楼家族を大切にする社会になる
　　　　　 ② 親子と祖父母の世代闇の閤係を大切にする

　　　　　　社会になる

旧人的㎜
　①単身者や独身者が増える社会

　②紹婚や醐力糟える社会

r個人的㈱』

　①出生歎が減る社会
　②出生数が今とあまり変わらない祉会

　③出蝋が増える社会

r督人的鱒j
　①嚇を大切にする社会
　②親子と祖父母の世代闇の開係を大勢にする

　　社会

4．2001年における親族関係
　　　　r災癒の効きユ
　　　　　①親子開係よりは夫婦麗係を大切にする方向になる
　　　　　② 夫婦関保よりは親子閤係を大切にする方向になる

5．2001年における男と女至
　　　　r室瞭の動きj
　　　　　①r男は仕歌女は継』という社会になる
　　　　　②『男は仕事．女は家庭も仕導も」という社会になる
　　　　　③『男も女も仕事、男も女も家庭』という社会になる

6。2001年における男と女　皿

　　　　τ実瞭の勧き』ド鞠う　 　ア《勧ウ

　　　　　①「男は度胸．女は髪嬬』が通用している社会にむる

　　　　　②「男は度嵐女は愛嬬』に対する詳価がわかれる

　　　　　　社会になる
　　　　　③『男ほ度胸』女は愛嬬』が反発を受けている社会に

　　　　　　　なる

f観人的期待』

　①魏子翼係よりは夫娼関係を大切にする方向
　②夫婦関保より繧競子関係を大切にする方向

旧A的期椥
　①r男は仕事、女は紬という社会
　②『男は仕嵐女砿家庭も仕事も」という社会
　③「勇も女も仕事、男も女も寒庭5という社会

r観人的紺持∬㌣の　　　ア‘鞠つ

　①「男陰度胸、女は愛嬬』柵用している社会
　②r男ほ度胸，女は愛嬬」に対する評価がわかれる
　　　社会1
　③r男は度胸、女は愛嬬』が反琵麹舜けている社会

7，290零年における女性の就労状況　l
　　　　r笑瞭の動き』

　　　　 ①勧かない女性が多い社会になる
　　　　　 ②子どもが溺（　）歳ごろから働く女性が多い
　　　　　　社会になる．事（）の中に卑齢の歎㌻を入れて下さい●

　　　　　③詰婚、出塵に函係なく働き続ける女性が多い社会

　　　　　　になる

r鰯人的期待1

　①専朶主婦が多い社会
　②子どもが肖（　）歳ごろから働く女柱雌多い
　　社会　　　宰（）の中に年0の鱒をλれて下さい。

　③紹婚、出哩に蘭係なく働き続ける女性が多い社会

8．2001年における女性の就労状況　皿

　　　　『実瞭の動き』

　　　　　①フルタイムで働く女性が多い社会になる
　　　　　尾簿ノ｛一トタイムで働く女1生が多い社会になる

9．200t年における子育ての責任
　　　　r実駆の貼者』
　　　　　の癖が全面的に子腎ての責任遊負う社会になる
　　　　　②親とともに社会がある親度子育ての責任を負う

　　　　　　社会になる
　　　　　③親とともに社会も相当に子育ての髭任を負う

　　　　　　社会になる

r個人的期待』　　　、
　①、フルタイムで働く雄が多い社会

　②パー トタイムで働く雄が多い社会

r督人的羽縛』

　①親が全面的に子育ての雌を負う社会
　②親とともに社会がある種度子嘗ての貴任を負う

　　社会
　③競とともに社会も相当に子嘗ての責任を負う

　　う社会
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10。2001年における出魔、子育てのための続涛的負担

　　　　r奥瞭の動き」
　　　　　①親の霜邑済的蜘力吟より軽レ㌔担＝会になる

　　　　　②親の経涛的負担が今より露い社会になる

王1．2001年における子育てへの経済的支援

　　　　r奥醸の動趣j
　　　　　①子育て中の象破が納める税金を減らす方向（家族
　　　　　　鎌劃目虫除を増嘘更など）に向かう

　　　　　②国や地方の税血を子育て支援のための施策に充て
　　　　　　る方向〔9訂賦手当の角激など）に向かう
　　　　　③子官て保険制度を股ける方向（出謹．子警て費用
　　　　　　の一部を国民が相互に負槌する）に向かう

12．200よ年における保育サービス　【
　　親が働いている聞の保育サービスは？

　　　　r実殿の助き』
　　　　　①行政で保育サービスを窟実させる社会になる
　　　　　②競が働いている企桑、事渠体が子畜てのための
　　　　　　’福利厚生を亮実させる社会になる

13．2001年における保育サービス　皿
　　乳幼児が僚管サーピスを愛ける方法は？

　　　　r輿瞭の動遷』
　　　　　①自宅にペビーシッターなどにきてもらう方向が
　　　　　　主となる
　　　　　②マンションや集合住宅に保育富を作り、そこで
　　　　　　保育する方向が主となる
　　　　　③近所の廉畜ママさんの家魔で銀畜する方向が主

　　　　　　になる
　　　　　④近所の県管回や保管施殴で保育する方向が主に

　　　　　　になる
　　　　　⑥企渠の中の保育庵で保育する方向が主になる

『佃人的期揃

　①親の経済的負撞潜今より軽い社会
　②親の経法的負担が今より鴛い社会

r個A的翅博』

　①子育て中の家族が納める税金を減らす方向（宗族

　　扶養控除を埴銀松ど）
　②国や地方の税金を子管て支援のための施策に充て
　　る方向（児童手当の増額など》

　③子育て憬陰聴度を般ける方向〔出産．子育て嚢用
　　の一部を国民が帽互に負挺する）

r個人的期待』

　①行政で保育サービスを露実させる社会
　②競が働いている企業、事粟体が子育てのための
　　福利鳳生を充実させる社会

r個人的矧蜘

　①自宅にベビーシッターなどにきてもらう方向

②マンションや集合住宕に撮育室を作り．そこで

　係賓する方向
③近所の保育ママさんの蟻庭で保育する方向

④近所の保育暫や保育施般で保管する方向

⑤企業の中の保育窒で保育する方向

14．2001年における保育サービス　皿
　　子育てと仕事を両立するために必嬰な企築、事業体の割度は？

普及すると思われる順番に1卍6の番号をつげて下さい．　璽夷と思われる履番に1～6の翻をつけて下さい電

　）出産後約1年朗後の嘗児休第を取りやすい環境
　）嘗児時関を保測け’るためヤ狛務鞭を短簾する

　制度の採用
（）畜児と仕事のバランスを配慮したフレックスタ

　　イム甥度（勘務時冊は同じであっても、出助時

　刻と退社時刻を自分の都合に合わせて決めるこ
　　とができる）の採用
（）子どもが病気の時や子どものことで休嘱を取ら
　　なけれぽならないときの有給休咽保障割度の採

　用
〔》一度仕事を辞めても幕び同じ職場に戻れる附度

　の採用
（）子どもの手がかからなくなった時期から入社で

　曽る中途採用制度の採用

　）出産後約1年前後の育児休粟を取りやすい環境
　｝育児時阻を保障するため、勘務時聞を短縮する
　豹度の採庵
（　》管児と仕事のパランスを配慮したフレックスタ

　イム制度（勘務時聞は同じであつても辱出勤時
　刻と退社時刻を自分の部含に合わせて決めるこ
　　とができる）の援用

（　）子どもが病気の時や子どものことで休暇を取ら

　なければならないときの脊給休暇保障制度の採

　用
（》一度仕事を辞めても再び同じ職場に戻れる鱒度

　の採用
【》子どもの手がかからなくなった時期から入社で

　きる中途採用制度の採用

ところで、上記の質間はr実瞭の動き」とr個人的期待』のうち．だいたいどちらの方を先に回答いただき凄したか．
今後の貨査の遷め方を考える上で参考にさせていただきます。

①　『実瞭の動嚢』 ②　「偲人的期待」

ご◎カありがとうございました。
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